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C O N T E N T S

・令和７年１０月より育児・介護休業法が改正されました



～令和７年１０月より、育児・介護休業法が改正されました～

今号では、今回の育介法改正に伴う、本学の対応についてご紹介いたします。

ポイント１ 柔軟な働き方を実現するための措置

ポイント２ 柔軟な働き方を実現するための措置の個別周知・意向確認

新たに、子が３歳になる前の個別の意向聴取・配慮が義務付けられ、面談を実施することになりました。

柔軟な働き方を実現するための制度、時間外労働及び休日労働の免除、時間外労働の制限、深夜労働の制

限等の制度の利用等について、個別に周知・意向確認を行います。

次ページのチラシに、柔軟な働き方を実現するために利

用可能な制度の概要についてまとめて記載しています。

ぜひご活用ください。

面談の実施時期について

女性教職員の場合・・・育休復帰前のタイミングで、面談を実施します。

男性教職員の場合・・・適切な時期に、所属長、総務担当者にダイバーシティ推進室よりお知らせします。

事業主は、３歳から小学校就学前の子を養育する労働者に関して、①始業時刻等の変更 ②テレワーク等

（１０日以上/月） ③保育施設の設置運営等 ④就業しつつ子を養育することを容易にするための休暇 ⑤

短時間勤務制度のうち、２つ以上の措置を選択して講ずる必要があるとされました。

本学では、①始業時刻等の変更（早出遅出勤務） ⑤育児短時間勤務務制度を選択しました。

始業時刻等の変更（早出遅出勤務） についてはこれまでと変更ありませんが、 育児短時間勤務務制度に

ついては、もともとの勤務時間が6時間以下の有期雇用職員・パートタイム職員（※）についても利用でき

るようになりました。また、本学独自の対応として、制度を利用できる対象を従前の小学校就学前の子と

同居する場合から、小学校３年生までの子と同居する場合に拡大しました。

※労使協定により、対象者から除外することとされた者については対象外



育児と仕事の両⽴のための制度を利⽤しましょう

■早出遅出勤務

（令和7年10⽉〜）常勤教職員⽤

中学校就学の始期に達するまでの⼦を養育する教職員は、1⽇あたりの勤務時間を変更することなく、始業・
終業の時刻を以下の範囲内で変更することができます。

始業時刻： 午前7時00分以降 〜 午前10時00分以前
終業時刻： 午後3時30分以降 〜 午後7時00分以前

内容

早出遅出勤務請求書提出書類

早出遅出勤務開始の１週間前までに、所属の総務担当係に申し出てください。申出先・期限

育児中の教職員が利⽤できる制度をご紹介します。
柔軟な働き⽅を実現するために活⽤しましょう。

■育児短時間勤務
⼩学校３年⽣までの⼦を養育する教職員は、育児のための短時間勤務制度が利⽤できます。

①1⽇当たりの労働時間を 6時間として週 5⽇間の勤務
②1⽇当たりの労働時間を 7時間45分以下として、 1週当たり20時間から35時間までの範囲内で、

週 3⽇間以上 5⽇間以下の勤務

内容

育児短時間勤務申出書
育児短時間勤務計画表提出書類

育児短時間勤務を開始しようとする⽇の１⽉前までに、所属の総務担当係に申し出てください。申出先・期限

■⼦の看護等休暇
義務教育を修了する前の⼦を養育する教職員が、⼦を看護等するために取得できる休暇です。
例：傷病の⼦の世話、予防接種、健康診断受診、感染症に伴う学級閉鎖等になった⼦の世話、

⼊園（⼊学）式、卒園（卒業）式への参加

取得できる⽇数
対象となる⼦が1⼈の場合：1年度に5⽇を限度として取得可能
対象となる⼦が2⼈以上の場合：1年度に10⽇を限度として取得可能

内容

所定の休暇申請を⾏ってください。提出書類

⼩学校就学の始期に達するまでの⼦を養育する教職員は、時間外労働の免除・休⽇労働の免除を請求で
きます。内容

育児・介護のための所定外労働免除請求書
請求者と⼦との続柄が確認できる書⾯等提出書類

免除開始予定⽇の1⽉前までに、所属の総務担当係に申し出てください。申請時期

■時間外労働及び休⽇労働の免除



＊このほか、共済組合、雇⽤保険、託児⽀援制度、その他の事務⼿続きについても掲載しています。
＊各種⼿続は所属の総務担当係を通して⾏ってください。

■その他の両⽴⽀援制度もご利⽤ください

〇ダイバーシティ推進室HP＞両⽴の⽀援 https://www.ibaraki.ac.jp/diversity/worklife/index.html

本学の両⽴⽀援制度はこちらからご覧いただけます。

ダイバーシティ推進室
TEL：029-228-8237   Email：diversity_office@ml.ibaraki.ac.jp

■相談窓⼝を設けています
ダイバーシティ推進室では、教職員の仕事と育児などの相談を受け付けています。
〇ダイバーシティ推進室HP＞相談窓⼝ https://www.ibaraki.ac.jp/diversity/consultation/index.html

本学は育児と仕事の両⽴のための制度を利⽤したことを理由として不利益な取扱いをすることはありません。

〇ハラスメント相談窓⼝ ⼈事労務課（TEL：029-228-8016）または各部局のハラスメント相談員
https://www.ibaraki.ac.jp/staff/audit/index.html

■時間外労働の制限
⼩学校就学の始期に達するまでの⼦を養育する教職員は、時間外労働の制限（1か⽉24時間、1年150時
間以内）を請求できます。内容

育児・介護のための時間外労働制限請求書
請求者と⼦との続柄が確認できる書⾯等提出書類

制限開始予定⽇の1⽉前までに、所属の総務担当係に申し出てください。申請時期

■深夜労働の制限
⼩学校就学の始期に達するまでの⼦を養育する教職員が、深夜（午後10時〜午前5時）までの労働の制
限を請求できます。内容

育児・介護のための時間外労働制限請求書
請求者と⼦との続柄が確認できる書⾯等提出書類

制限開始予定⽇の1⽉前までに、所属の総務担当係に申し出てください。申請時期

■申請の様式について

⼈事労務課のホームページに各申請の様式がありますので、ご利⽤ください。（⼦の看護等休暇を除く。）

〇⼈事労務課HP＞労働時間管理関係の様式
https://ibarakiuniversity.sharepoint.com/sites/HP/DocLib1/Forms/AllItems.aspx



ポイント３ 仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮

■ ご本人・パートナーの妊娠が分かったら、お申し出ください

令和4年度より、妊娠・出産等の申出をし

た教職員に対する個別の意向聴取・配慮

を行っております。

ご本人やパートナーの妊娠が分かりまし

たら、面談を実施しますので、出産予定日

の1か月半前までに各部局の総務担当に

お申し出ください。

次ページでは、本学の育児休業・出生時育児休業制度に関するチラシをご紹介します。

ご不明な点は、ダイバーシティ推進室までお気軽にお問合せください。

事業主は、労働者が本人または配偶者の妊娠・出産等を申し出た時と、労働者の子が３歳になるまでの適

切な時期に、 ①勤務時間帯 ②勤務地 ③両立支援制度の利用期間 ④仕事と育児の両立に資する就業

の条件 について、労働者の意向を個別に聴取しなければならないとされました。

本学では、妊娠・出産の申出時及び、子が３歳になる前の面談の中で、個別に聴取を行います。



育児休業・出⽣時育児休業を取得しましょう

■本学の育児休業制度

（令和7年10⽉〜）

教職員（期間が定められている教職員で、申出時点で、⼦が１歳６か⽉を経過する⽇までに労働契約期間
が満了し、更新されないことが明らかな者、及び労使協定により、対象者から除外することとされた者について
は対象外となります。）

対象者

常勤教職員：⼦が３歳に達する⽇（３歳の誕⽣⽇の前⽇）までの間の教職員が希望する期間
⾮常勤教職員：原則⼦が１歳に達する⽇（１歳の誕⽣⽇の前⽇）までの間の教職員が希望する期間
※育児休業期間は変更が可能です。ただし、休業開始予定⽇の繰り上げと休業終了予定⽇の繰り下げ

は、各１回に限ります。
期間

原則休業の１か⽉前までに所属の総務担当係に申し出てください。
（休業開始予定⽇の繰り上げについては1週間前まで）申出先・期限

分割して２回取得可能。保育所等へ⼊所ができない場合等、特別な場合は２回を超えて取得可能。回数

■育児休業・出⽣時育児休業には、雇⽤保険からの給付⾦の⽀給や社会保険料免除があります

育児休業・出⽣時育児休業を取得し、受給資格を満たしていれば、⼦が 1 歳に達する⽇の前⽇（１歳の誕⽣⽇の前々⽇）
まで原則として休業開始時の賃⾦の 67%（180 ⽇経 過後は50%）給付⾦を受給することができます。

育児休業給付・出⽣時育児休業給付

育児休業・出⽣時育児休業期間中の社会保険
その⽉の末⽇が休業期間中である場合、また、休業開始⽉中に14⽇以上休業を取得した場合、社会保険料(※)が免除されま
す。 なお、賞与の保険料免除は、⽀給⽉の末⽇を含んだ1か⽉を超える休業の取得が必要です。

※給与明細の、「共済短期（健康保険）」、「介護掛⾦（介護保険）」、「退職等年⾦」、「厚⽣年⾦」が該当します。
雇⽤保険料は、その⽉に給与⽀給がない場合は負担はありません。

育児休業・出⽣時育児休業は、男⼥問わず取得することができます。
夫婦で協⼒して育児をするため積極的に取得しましょう。

給付⾦の⽀給、社会保険料の免除については、それぞれの異なる⽤件があります。
ご不明な点は担当までお問い合わせください。

■本学の出⽣時育児休業制度
教職員（期間が定められている教職員は、申出時点で、出⽣後８週間を経過する⽇の翌⽇から起算して
６か⽉を経過する⽇までに労働契約期間が満了し、更新されないことが明らかな者、及び労使協定により、
対象者から除外することとされた者については対象外となります。）

対象者

原則として、⼦の出⽣の⽇から起算して８週間を経過する⽇の翌⽇までのうち４週間(２８⽇)以内
※出⽣時育児休業期間は変更が可能です。

ただし、休業開始予定⽇の繰り上げと休業終了予定⽇の繰り下げは、各１回に限ります。
期間

原則休業の２週間前までに所属の総務担当係に申し出てください。
（休業開始予定⽇の繰り上げについては１週間前まで）申出先・期限

分割して２回取得可能。（まとめて申し出ることが必要）回数

出⽣後休業⽀援給付⾦（R7.４より）
⼦の出⽣直後の⼀定期間に、両親ともに （配偶者が就労していない場合などは本⼈が）、14⽇以上の育児休業を取得した
場合に、出⽣時育児休業給付⾦または育児休業給付⾦と併せて 「出⽣後休業⽀援給付⾦」を最⼤28⽇間⽀給します。



茨城⼤学ロールモデル集「Diversity＆Inclusion」より〜育児休業取得の声〜

⼦供のお世話はもちろん、
産後のケアや⼥性のキャ
リア形成のためにも、男
性に家事や育児を担って
もらいたいですね。

少しでも多く⼦供の成⻑する姿を⾒られたらいいなと思って取り
ました。育児って、本当にやってみないとわからないことも多くて、
こんなに⼤変なものだったのかと思いました。

仕事がスムーズに回るかなという不安はありましたけど、思いのほか
普通に回っていたようで、気にしすぎなんだなと思いました。収⼊も
漠然と思っていたよりは減らなかったです。

＊このほか、共済組合、雇⽤保険、託児⽀援制度、その他の事務⼿続きについても掲載しています。
＊各種⼿続は所属の総務担当係を通して⾏ってください。

■育児休業以外の両⽴⽀援制度もご利⽤ください
〇ダイバーシティ推進室HP＞両⽴の⽀援 https://www.ibaraki.ac.jp/diversity/worklife/index.html

男性が育児休業を取得するメリット
夫のメリット･････ ⼦どもと⼀緒に過ごす時間の確保、育児・家事スキルの向上、これまでの業務の進め⽅を⾒直すきっかけ、

時間管理能⼒・効率的な働き⽅が⾝につく
妻のメリット･････ 育児不安やストレス軽減、就労継続・昇進意欲・社会復帰への意欲の維持
職場のメリット･･･ 仕事の進め⽅・働き⽅を⾒直すきっかけ、職場の結束が強まり「お互い様」でサポートしあう関係構築

（育児休業だけでなく、病気による⼊院や介護休業等で不在になる可能性も）、雇⽤環境の改善
による離職率の低下・応募者の増加

ダイバーシティ推進室
TEL：029-228-8237   Email：diversity_office@ml.ibaraki.ac.jp

■相談窓⼝を設けています
ダイバーシティ推進室では、教職員の仕事と育児などの相談を受け付けています。
〇ダイバーシティ推進室HP＞相談窓⼝ https://www.ibaraki.ac.jp/diversity/consultation/index.html

本学は育児休業等の申出をしたこと⼜は取得したことを理由として不利益な取扱いをすることはありません。
また、妊娠・出産、育児休業等に関するハラスメント⾏為を許しません。

〇ハラスメント相談窓⼝ ⼈事労務課（TEL：029-228-8016）または各部局のハラスメント相談員
https://www.ibaraki.ac.jp/staff/audit/index.html


